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警察における死体取扱いの流れ

死 体 発 見 警 察 へ の 届 出

報 告
（死因・身元調査法第４条第１項）

警察官は、その職務に関して、死体を

発見し、又は発見した旨の通報を受けた

場合には、速やかに当該死体を取り扱う

ことが適当と認められる警察署の警察署

長にその旨を報告しなければならない。

犯 罪 死 体 変 死 体 その他の死体
(死亡が犯罪によることが明らかな死体） （犯罪による死亡の疑いがある死体） （犯罪死体及び変死体以外の死体）

検証・実況見分 検 視 調 査
（刑事訴訟法第２１８条第１項、 （刑事訴訟法第２２９条） (死因・身元調査法第４条第２項)

同法第１９７条第１項） 人の死亡が犯罪に起因するも 死因及び身元を明らかにするた

五官の作用により、物又は場 のかどうかを判断するために、 めに行う、外表の調査、死体の発

所の形態や状況等を認識し、そ 五官の作用により死体の状況を 見された場所の調査、関係者に対

の結果を証拠とする処分をいう。 外表から調べる処分をいう。 する質問等の必要な調査をいう。

検 査
（死因・身元調査法第５条）

死因を明らかにするために体内の状況を調査する必要

があると認めるときは、その必要な限度において、体内

から体液を採取して行う出血状況の確認、体液又は尿を

採取して行う薬物又は毒物に係る検査、死亡時画像診断

その他の政令で定める検査を実施することができる。

司 法 解 剖 調査法解剖 その他の解剖
(刑事訴訟法第１６８･２２３･ 死因・身元調査法による解剖 ○監察医制度のある地域

２２５条) （死因・身元調査法第６条） (東京23区、大阪市、

裁判所の発付した鑑定処分 警察署長が、法医学者等の意見 名古屋市、神戸市)

許可状に基づき行うもので、 を聴いて死因を明らかにするため ・監察医による解剖

犯罪捜査のための鑑定に必要 特に必要があると認めるときに行 (死体解剖保存法第８条)

な処分としての解剖 う解剖

○監察医制度のない地域

・遺族の承諾による解剖

(死体解剖保存法第７条)

遺族等への死体の引き渡し
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犯罪死見逃し事案の絶無を期すための取組

令和元年度は法医専門研究科（検視官等）を１２０名、検視実務専科（補助者等）を１４０名が受講
引き続き、検視官等に対する教育訓練を推進

○ 検視官の臨場

● 警察における死体取扱数 令和元年：１６７，８０８体（我が国の死者数の約１２％）

検視支援装置について、令和２年２月現在、２２都府県に整備済み
令和３年度に、さらに２県において予算要求予定であり、引き続き、同装置の整備を推進

解剖率 平成２０年：９．７％ → 令和元年：１１．５％
引き続き、必要な解剖の確実な実施を推進

令和元年は、薬毒物検査を１５１，７８７件（警察における死体取扱数の９０．５％）実施
引き続き、必要性が認められる死体に対し、薬毒物検査を徹底

臨場率 平成２０年：１４．１％ → 令和元年：８１．３％
臨場率は向上しており、引き続き、的確な臨場を推進

令和元年は、死亡時画像診断を１３，９８１件（警察における死体取扱数の８．３％）実施
引き続き、必要性が認められる死体に対し、死亡時画像診断を積極的に実施

○ 検視官が臨場できない場合の補完措置（検視支援装置の整備の推進）

○ 検視官及び検視官補助者に対する教育訓練の充実

○ 薬毒物検査の徹底

○ 死亡時画像診断の積極的な実施

○ 必要な解剖の確実な実施

○ 身元確認の実施

身元不明死体等のDNA型記録について整理・保管・対照する仕組みを構築し、平成２７年４月から運用開始
日本歯科医師会との協議を経て、歯科診療記録の照会要領のモデル案を作成するなど、迅速な歯科所見情報の
採取・照合が可能となるよう、平素からの所要の準備の推進 2


